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産業競争力強化に資する知的資本の有効活用及びその獲得に向けた検討を推進。

プロジェクト概要 背景と目的

背景

我が国は、少子高齢化が進展する中、産業競争力の
強化、ゼロエミッション、災害・感染症対策等の課題に対
応していかねばならず、このような課題を解決するため
に継続的なイノベーションの創出が期待される。

近年、イノベーションメカニズムは劇的に変化しており、
特に米国や中国を中心に、知的資本によって市場競争
における価値を創造する「知的資本主義経済」へと移行
が進んでいる。この知的資本主義経済の主な対象とな
るITやバイオ等の分野は、今後グローバルに産業規模
が拡大するとみられており、我が国においても、当該分
野における研究開発をいち早く進め、グローバルな市場
で勝ち筋を見つけていく必要がある。

他方、知的資本主義経済を制するには、知的資本の
中でも特に中心的な役割を果たす「人材」の集約が欠か
せないが、優秀な人材は米国や中国に集まっている傾
向があり、今後米中において益々イノベーションが加速
していくことが想定される。

また、経済安全保障上の米中対立も加速しており、人
や技術がこれまでとは違った形で流出入する可能性も
あることから、今後の技術開発に大きな影響を及ぼすも
のと考えられる。

目的

長期的な人材育成の観点では、我が国でもSTEAM教
育などが取り入れられ、理系学生の拡充などに力を入
れている。他方、近年のイノベーションサイクルは早いこ
とから、長期的な人材育成を待たず、海外人材の積極
的な登用や他分野からの転身等、技術や人材への投資
をあらゆる方面から検討する必要がある。

そのため、本調査では、特に短中期的に知的資本の
集積が必要と考えられる分野を特定し、当該分野にお
ける知的資本（特に人材）の獲得に向けた課題の整理と
方策を整理する

具体的には下記の業務を実施する。

（1） 知的資本の集積に関する基礎的調査

（2） 知的資本の変化に関する考察

（3） 調査結果の分析及び対策の提示
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調査対象分野は産業技術ビジョン2020での重点技術分野を起点とし、本調査におい
ては日本が強みを有するとされるデバイス・マテリアル領域にフォーカスする。

TASK1：知的資本の集積に関する基礎的調査 調査対象分野

貴省の重点技術分野 本検討での調査分野 左記のピックアップ理由

「産業技術ビジョン2020」にお
けるリソース集中分野

• A-1: 知的資本主義経済を
動かすIntelligence of 

Things・人間拡張等のデジ
タルテクノロジー

• A-2: A-1を支える次世代コ
ンピューティング/エレクトロ
ニクステクノロジー

• B: イノベーション産業として
の潜在性も大きいバイオテ
クノロジー

• C: あらゆる分野の基盤で
あるマテリアルテクノロジー

• D: 経済の負の側面を解決
するエネルギー・環境テクノ
ロジー

AI

デバイス

バイオ

マテリアル

環境エネルギー

•マシーンラーニング

• AIチップ

•遺伝子治療・遺伝子編集

•マテリアルインフォマティ
クス

• LiB（および次世代電池）

:

:

:

:

:

デバイス・マテリアルに
フォーカス

次いで、特に人材獲得など
が激しい具体分野を分析

• ML人材の獲得はグローバルで熾烈化
• 技術特性としても（層の厚さだけでなく）トップ層の
有無が重要

• IT企業による垂直統合化や用途業界による開発な
ど、世界的に業界横断での人材移動が顕著

• 当該分野の技術力は自動車産業の競争力も左右

• 再生医療への集中投資の結果として、海外への人
材流出が顕著

• 他には、強化領域としてﾊﾞｲｵｲﾝﾌｫﾏﾃｨｸｽも候補

• 研究面および教育面を鑑みても人材不足かつ材料
開発の在り方にも影響

• 他、韓国が強化している半導体向け材料も候補

• 日本から韓国への移動に加えて、近年は韓国から
中国への移動も加速。数年前にはApplenによる人
材引き抜きも顕著

人材競争の激しさや日本の状況等の
観点から具体的分野をピックアップ
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Microsoft Academic Graphは、研究領域を74万パターン程度に分類しているため、
詳細なテーマ別の研究者動向を把握できるデータベースである。

出所：Microsoft Academic Graph, 文部科学省科学技術・学術政策研究所, サイエンスマップ2018, NISTEP REPORT No.187, 2020年11月, Harzing, A.W.「Microsoft Academic versus Google Scholar, Scopus, 

and Web of Science: Anne-Wil Harzing's case」

（参考）Microsoft Academic Graph

Microsoft Academic Graphの概要 Microsoft Academic Graphの評価

◼ Microsoft社が2015年に公開した書誌情報データベース
◼ Google Scholarと同様に、ウェブのクローリングによって書誌情報を整理
◼ 独自のAIによって、研究領域(Topics) を約74万パターンに分類

◼ 出版年、著者情報及び引用情報について
は、Scopus（エルゼビア社の商用データ
ベース）と遜色ないレベルのデータである
ことが分かった。一方で、論文著者の機
関名情報については欠損している論文が
多い

◼ 結論として、Microsoft Academic Graph

は全体としては有用なデータベースであ
り、ウェブ上に存在する論文等の研究成
果を全体的に把握した上で議論する目的
には役立つといえるが、機関別の評価な
ど研究目的によっては従来の商用データ
ベースに頼らざるを得ないというのが現状
といえる

（NISTEPによる評価）

各文献データベースの同一条件下での収録件数・引用数・文献種の比較

◼ Microsoft AcademicはMainstream Journals以外の文献収録がGoogle Scholarより
少なく、Web of ScienceとScopusに比べて多い傾向にある
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中長期科学技術計画に基づき、海外派遣、海外人材呼び戻し/招致、国内育成・強化
の大きく三つの人材政策を展開。

出所：各種資料よりADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察
中国R&D人材政策動向：全体概要

国家中長期科学技術発展規画綱要（2006～
2020年）

国家革新駆動発展戦略綱要（2016～2030年）

第13次五カ年計画国家科学技術革新計画
（2016 -2020年）

• 科学技術政策の長期的な基本方針。2020年までに世界トップレベルの科学技術力を持つイノベー
ション型国家とすることを目標に掲げた

• 2050 年までを見据えた2030 年までの15 年間の中長期戦略

• 、「国家中長期科学技術発展計画綱要」と「国家革新駆動発展戦略綱要」の方針を踏まえ、2020 年
までの5カ年計画

中長期
科学技術計画

人
材
政
策

海外派遣
政策

（海外人材）

呼び戻し
・招致政策

（国内人材）

育成強化
政策

西部地域人材育成特別プロジェクト • 西部地域13の省・市・自治区の人材を国費で海外に派遣（2001年）

公費派遣大学院生特別奨学金プロジェクト • 大学、企業等から毎年1000人の大学院生を国費で海外に派遣（2008年）

ハイレベル大学院生派遣プロジェクト • 重点大学から毎年5000人の大学院生を国費で海外に派遣（2007年）

訪問学者公費派遣プロジェクト • 大学、企業等から毎年1000人の研究者を国費で海外に派遣（1996年）

国家ハイレベル研究者公費派遣プロジェクト • 大学、企業等から毎年190人のハイレベル研究者を国費で海外に派遣（2003年）

留学人員創業園 • 海外に留学・就職している中国人の帰国を奨励、帰国者の起業を支援（1994年）

百人計画 • 中国で最初に開始された「高目標、高基準、高強度」の人材招致・養成政策（1994年）

春暉計画 • 留学経験者の祖国奉仕支援策（中国国内での研究・技術導入旅費補助） （1996年）

長江学者奨励計画 • 国内外の優秀な学者を中国の高等教育機関に招致（1998年）

千人計画 • 海外高度人材の呼び戻し・招致政策（「海外ハイレベル人材招致プロジェクト」）（2008年）

高等教育重点化政策

ポスドクステーション • 大学、研究機関、企業におけるポスドク人材の活躍の場の設置（1985年）

万人計画 • 中国国内の高度人材支援策（「国家ハイレベル人材特別支計画」）（2012年）

中国R&D人材政策動向

国家中長期人材発展計画要綱（2010-2020年
）

中長期科学技術人材発展計画

• 中国初となる中長期人材発展計画として2020年までの全国的な人材業務に関する指導的文書。高
度人材を現在の1億1,400万人規模から1億8,000万人規模にする目標

• 「国家中長期人材発展計画」に基づく科学技術人材発展計画

中長期
人材計画

• 高等教育機関設置・研究拠点整備プロジェクト（211 プロジェクト（1993年） 、985プロジェクト（1998

年）、111プロジェクト（2006年））

中国製造2025 • 2025 年までに製造強国入りを目標とした中長期製造産業政策

1
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長期科学技術計画・産業政策に基づき、5カ年計画では詳細な重点技術領域が設定
されている。

出所：各種資料よりADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察
中国R&D人材政策動向：中長期科学技術計画等における重要技術領域

国家中長期科学技術発展
規画（2006）

中国製造2025
（2015）

国家革新駆動発展戦略
（2016）

第13次五カ年計画国家科学技術革新計画
（2016）

情報通信

ハイエンド汎用チップ・基本ソフト
ウェア
次世代ブロードバンド・モバイル通
信
量子制御

次世代情報技術 :①IC・専用設備、②情報
通信設備、③OS・産業用ソフト、④スマー
ト製造のコアとなる情報設備

次世代情報ネットワーク技術

量子通信と量子コンピュータ研究
国家サイバー･セキュリティ研究
天地一体化通信網技術
ビッグデータ技術

次世代情報通信技術
マン・マシン融合に向けた情報通信技術

ライフサイエンス・
医療健康

遺伝子組み換え
新薬開発
伝染病
タンパク質研究
発育・生殖研究

バイオ医薬・高性能医療機器 ：①バイオ
医薬、②高性能医療機器

健康技術

脳科学と類脳研究
健康福祉技術
先進バイオ技術
国民福祉に資する技術
医学免疫学
タンパク質複合体と生命過程制御

幹細胞研究及び臨床へのトランスレーショ
ン
発達における遺伝と環境の相互作用
合成生物学
ゲノム編集

材料・ナノテク
新材料技術
ナノテクノロジー

新素材：①先進基盤素材、②コア戦略素材、
③先端新素材

新素材の研究開発と応用
新材料技術

ナノ・サイエンス・テクノロジー
物質深層構造と宇宙物理研究

環境・エネルギー・
資源

水汚染、地球観測システム
大型油田・ガス田･ 炭層ガス開発
原子炉
先進エネルギー技術
観測設備・技術

電力設備：①発電設備、②送変電設備
現代的エネルギー技術
資源効率利用および環境保護技
術

石炭のクリーン・高効率利用技術
京津冀地域総合的環境保全
グリーン･高効率なエネルギー技術
環境・生態保全技術
資源の高効率的な利用技術

海洋資源利用技術
超深地層開発技術
地球システムの統合的モニタリング研究
グローバル気候変動と対策
磁気閉じ込め核融合

海洋・航空・宇宙・
国防

大型航空機
宇宙
レーザー技術

航空・宇宙装備：①航空機、②航空エンジ
ン、③航空機載設備・システム、④宇宙関
連設備（運搬ロケット、衛星など）
海洋エンジニアリング・ハイテク船舶
（海洋資源探査・開発設備、ハイテク船舶、
大型低速船舶用エンジンなど）

海洋および宇宙技術
大型航空機エンジン及びガスタービン研究
深海ステーション研究
宇宙探査と軌道上保全システム研究

宇宙探査・宇宙開発技術
深海・超深地層・宇宙に関する研究

ものづくり・工業
超大規模集積回路製造技術
NC工作機械

CNC工作機械・ロボット：①CNC工作機
械・基盤製造設備、②ロボット
省エネ・新エネ自動車：①省エネ自動車、
②新エネ自動車、③コネクテッドカー

スマート・グリーン製造技術
産業変革技術

インテリジェント製造とロボット
先進製造技術
産業革命に資する破壊的技術

極限環境（大電流・強磁場・超高温･超低
温）における製造技術

農林水産
農業設備（自動化、情報化、スマート化し
た農業機械など）

現代的農業技術
自主的な育種技術
先進農業技術

先進食品製造技術
農業における生物の遺伝的改良

社会基盤・公共安全 観測設備・技術
先進軌道交通設備（高速鉄道、中低速リ
ニアなど）

スマートシティ・デジタル社会
技術
現代型サービス業技術

スマートグリッド技術
先進交通技術
ビジネスモデルの進化に資するサービス技
術

都市化に係る技術
公共安全に係る技術
メガプロジェクトが起こす災害予測

1
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マテリアル領域では、宇宙航空、軌道交通、電子機器、新エネルギー自動車などの
産業のニーズに応える新材料供給に向けた産業技術および基礎技術を強化

出所：各種資料よりADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察
中国R&D人材政策動向： マテリアル/デバイス領域における科学技術政策動向

マテリアル領域における中国科学技術政策動向

研究施設
整備

国家ナノ科学技術センター
設立

• 2003年中国科学院と教育部の初めての共同事業として、中国科学院と清華大学及び北京大学による中国
国家ナノ科学センターが設置

• ナノデバイス、ナノ材料、ナノ材料の生体への影響と安全評価、ナノキャラクタリゼーション、ナノ標準化、ナノ
マニュファクチャリング等の実験室を設置

スーパーコンピュータ
開発

• 国防科技大学（天河シリーズ、銀河シリーズ）、中国科学院（星雲シリーズ）、国家並行計算機工程技術セン
ター（神威シリーズ）、レノボグループ（深騰シリーズ）の四者が開発競争を推進

• スーパーコンピュータの性能ランキング「TOP500」において、中国無錫国立スーパーコンピュータセンターが
開発した「神威･太湖之光」が2017、2018年の世界第1位となる

科学技術イノベーション
13 次5ヵ年計画

• 重大科学技術プロジェクトとして「新素材の研究開発と応用」、産業技術の国際競争力の向上として「新材料
技術」、基礎研究の強化として、「新材料の設計と製造工程に関する研究」、「量子通信・量子コンピュータ」を
設定

第13 次五カ年
戦略的新興産業発展計画

• 2020年迄の目標として、中国の新材料メーカーが世界のサプライチェーン入り、宇宙航空、軌道交通、電子

機器、新エネルギー自動車などの産業のニーズに応えられる新材料を供給、レアアースやリチウムなどの
回収技術、グラフェンの産業技術に注力することを掲げた

中期計画に
おける
重点領域
設定

国家重点研究開発計画

• 各省庁による課題解決型研究費助成を集約したプログラム。2018年度の資金は約259億元（約4100億円）

• マテリアル領域では、「ナノテクノロジー」、「マテリアルズ・ゲノム工学のキーテクノロジーとサポートプラットフ
ォーム」、「量子制御と量子情報」、「トランスフォーマティブ技術の核心的科学問題」分野における研究開発
を支援

競争的
研究資金

国家実験室
設置

• 1984年に科学技術部、教育部と中国科学院等が中心となり重点的に予算を配分する研究室を指定する国
家重点実験室計画を開始。1990年代より、国家重点実験室の上位の「実験室」として国家実験室を設置

• マテリアル領域では、放射光国家実験室、瀋陽材料科学国家実験室を設置した他、合肥微小物質科学国家
実験室、北京分子科学国家実験室、微細構造国家実験室の整備を審査中

中国製造2025
• 中核的理念として「情報化と産業化の融合」を掲げ、「スマート製造」・「グリーン製造」の実現を目標とする
• マテリアル領域では、10重点分野の一つとして「新材料」を設定

1
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デバイス領域では、量子通信・量子コンピュータ、次世代通信、次世代AI技術の開発
および国内半導体産業強化に向けた技術を展開

TASK2：知的資本の変化に関する考察
中国R&D人材政策動向： マテリアル/デバイス領域における科学技術政策動向

デバイス領域における中国科学技術政策動向

国家科学技術重大
プロジェクト

• 国の競争力を強化すべき16 の分野において、「ハイエンド汎用半導体チップ及び基本ソフトウェア」、「超大
規模集積回路製造設備（VLSI）及びフルセット技術」、「ハイエンド･コンピュータ･数値制御工作機械（CNC）
と基礎製造技術」を設定

競争的
研究資金

研究施設
整備

スーパーコンピュータ
開発

• 国防科技大学（天河シリーズ、銀河シリーズ）、中国科学院（星雲シリーズ）、国家並行計算機工程技術セン
ター（神威シリーズ）、レノボグループ（深騰シリーズ）の四者が開発競争を推進

• スーパーコンピュータの性能ランキング「TOP500」において、中国無錫国立スーパーコンピュータセンターが
開発した「神威･太湖之光」が2017、2018年の世界第1位となる

科学技術イノベーション
13 次5ヵ年計画

• 重大科学技術プロジェクトとして、「量子通信と量子コンピュータ」、「国家サイバーセキュリティ」、「天地一体
化通信網」を設定。産業技術の国際競争力として、「次世代情報通信技術」、「ビッグデータ、AI 等の産業革
命に資する破壊的技術」、「量子制御と量子情報」技術を設定

第13 次五カ年
戦略的新興産業発展計画

• 1 Gbps 光通信ネットワークの普及、4G 移動通信の普及、5G 移動通信技術の開発、テレビ放送網とインタ
ーネットの融合、全国をカバーするビッグデータシステムの開発と安全管理、高性能IC チップの開発、AI 技
術などの重点領域を設定中期計画に

おける
重点領域
設定

中国製造2025 • 本政策で指定された10 重点分野のうち「次世代情報通信技術」が優先順位1位となる

次世代人工知能発展計画
（AI2.0/AI2030）

• 2017年国務院発表。、「ステップ1 ：2020年までにAI 技術で世界の先端に追いつき国民の生活改善の新た
な手段となる、ステップ2 ：2025年までにAI 基礎研究で重大な進展を実現し、産業アップグレードと経済モデ
ルの転換を牽引する主要動力となる、ステップ3：2030年までにAI 理論・技術・応用のすべてで世界トップ水
準となり、中国が世界の“AI 革新センター”となる」ことを目標として掲げる

国家実験室
設置

• デバイス領域では、量子情報科学国家実験室を建設中、清華大学情報科学技術国家実験室、武漢オプトエ
レクトニクス国家実験室の整備を審査中

量子関連研究施設
整備

• 2015 年中国科学院と民間企業のアリババグループ（阿里巴巴集団）が「量子計算実験室」を共同設立
• 2017年、北京と上海を結ぶ全長2,000km 以上の量子通信幹線ネットワーク「京滬幹線」を構築

半導体産業政策
• 「中国製造2025」の発表と同時期に、半導体産業に10 年で約16 兆円巨額投資を行う政策を発表。半導体
自国生産を目指し、2025 年までに自給7 割を目標としている

1

出所：各種資料よりADL作成
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海外の教授レベルの研究者、青年研究者、起業家、外国人専門家を対象とした呼び
戻し、招致を2008年より展開。

出所：各種資料よりADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察
中国R&D人材政策動向：千人計画概要①

• 2008年から進められている中国共産党中央組織部が実施する海外高度人材の呼び戻し・招致政策
• 開始当初、5～10年間で2千人のイノベーション人材を招致する目標を設定
• 招致人材に対して、高額な助成金、永久居住権、家族の就職・就学支援等を提供

概要

革新人材（長期）
• 博士学位を持つ大学、研究機関等における教授と同等レベルの職位者、有名な国際企業・金融機関の上級技術または管理職（55歳未満）
を対象として、中国国内で3年以上のフルタイム勤務を行う

• 処遇等：100万RMB（約16百万円）の資金提供（ワンタイム）、研究助成事業における優先採用、ビザ支給、家族扶養支援

革新人材（短期）
• 長期と同等の人材を対象として、中国国内で3年以上年間2か月以上の勤務を行う
• 処遇等： 50万RMB（約8百万円）の資金提供（ワンタイム）、ビザ支給、家族扶養支援

創業人材
• 海外大学学位を持つ起業家、有名な国際企業の中堅/上級管理職を対象
• 処遇等：革新人材（長期）と同等の処遇

青年
• 自然科学・工学分野で博士学位を持つ40歳以下の研究者を対象として、中国国内で3年以上のフルタイム勤務を行う
• 処遇等： 50万RMB（約8百万円）の資金提供（ワンタイム）、 100万～300万RMBの追加の研究助成金、ビザ支給、家族扶養支援

外専（外国人専門家）
• 65歳未満の外国人専門家を対象として、中国国内で3年以上年間9か月以上の勤務を行う
• 処遇等： 100万RMB（約16百万円）の資金提供（ワンタイム）、300万～500万RMBの追加の研究助成金、ビザ支給、家族扶養支援

トップ人材・イノベーションチーム
• ノーベル賞、チューリング賞、フィールズ賞などの主要な国際賞の受賞者、米国、英国、カナダ、オーストラリアなどの主要な先進国の科学/

工学アカデミーの学者を対象として、中国国内で5年以上のフルタイム勤務を行う

人材
カテゴリー別

施策

1
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EUの中国研究助成事業紹介サイトでは2019年より千人計画が別プロジェクトに移行
したと紹介されている。

出所：EU China Innovation Funding HP

TASK2：知的資本の変化に関する考察
中国R&D人材政策動向：千人計画概要②

• 2019年より「千人計画」を担当する科学技術部と国外専門家局が統合されたことに伴い両部門の海外人材招致政策を統合され、千人計画
は「ハイエンド外国人専門家採用計画（National High-end Foreign Experts Recruitment Plan）」に置き換えられたとされる（EUのChina

Innovation Fundingサイトより）
概要

戦略的技術開発
• 主要なコア技術の先駆的な研究、開発、革新に関与し、主要ボトルネックを解決する能力を備えた専門家およびチーム（最優先カテゴリー）

産業技術革新
• 産業のアップグレードと変革、革新的な設計、および、グローバル化拡張戦略の実装に関与する技術専門家。多国籍事業や異文化管理に携わる
専門家、および戦略的計画に携わる専門家が優先

ソーシャル・エコロジカルコンストラクション
• 社会的および生態学的建設の確かな経験を持ち、特に健康、社会、法と規制、言語、文化産業、および近代サービスにおいて中国のグリーンで
持続可能な開発を推進する能力を備えた専門家

農業と農村の活性化
• 農村開発と貧困緩和戦略を成功裏に実施した確かな経験を持ち、中国に高度な外国育種品種、技術、生産安全と試験技術、および管理モデルを
導入できる専門家

人材
カテゴリー

• 世界的に有名な外国の大学や研究機関の准教授に相当する役職
• 国際的に有名な企業で上級管理職または上級技術職を歴任
• 固有の知財を保有する、もしくは、主要なコアテクノロジーを習得している起業家
• 国が緊急に必要としている他の高レベルの外国人専門家や若い専門家

人材要件

1
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好処遇（給与・職位）、潤沢な研究資金助成、世界トップレベルの研究設備、研究成果
事業化支援を通じて海外のトップレベル人材の招致・呼び戻しを図っている。

出所：各種資料よりADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察
中国R&D人材政策動向： 海外高度人材招致・呼び戻しのためのインセンティブ1

産学連携強化
• 1990年代より国家ハイテクパークの設置や「産業技術イノベーション戦略連盟」プロジェクトを実施し、地方
における産学連携イノベーション拠点を整備

• 「科学技術進歩法(2008年)」にて、産学研連携の連携を奨励、軍民両用技術の発展を明確に指摘

研究資金助成
（千人計画）

• 革新人材（長期）：研究助成事業における優先採用
• 青年： 100万～300万RMBの研究助成金
• 外専： 300万～500万RMBの研究助成金

研究資金

世界トップレベルの
研究施設・設備

（研究機関・施設整備政策）

• 高等教育重点化政策（111プロジェクト等）を通じた、世界レベルの研究機関の育成・強化
• 国家実験室等の重点技術領域における先端研究・実験設備の整備（物理、材料系の大型実験設備等）
• 近年の取組みとして、AI2.0において2020年迄に全国の50大学にAI学院設立を推進、国家次世代AIプラット
フォームに5企業（自動運転のBaidu)、スマートシティのAlibaba、医療画像認識のTencent、音声認識の
iFlyTek、顔認識のセンスタイム（SenseTime,商湯科技）を認定

研究設備

給与・職位等の好処遇
（千人計画・他）

• 長期100万RMB（約16百万円）、短期50万RMB（約8百万円）の奨励金提供
• 大学教授、特別研究員などの職位提供
• 移住者への永住権、中国籍者への希望都市戸籍の付与
• 配偶者の就業支援、子女の就学支援、など
• 受入研究機関・企業による給与（40万～RMB）、住宅補助、移動交通費支給、など

• また、中央政府による千人計画の他、北京、上海、深圳等の地方都市においても、千人計画と同様の海外
高度人材招致政策を展開しており、好処遇で高度人材を招聘

処遇

研究成果
事業化支援

起業支援・
起業人材育成支援

• 中央政府は起業投資マスターファンドを設立、中央財政は中小企業信用保証資金を設立し、ベンチャー企
業に税収優遇を与え、銀行業金融機関の科学技術支店設立を奨励、インキュベータ設立等、起業支援の環
境を整備

• 千人計画や地方版千人計画を通じて起業家人材を招聘し、資金を提供
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千人計画に参加した日本人研究者によると、研究ポスト・研究資金の獲得がインセン
ティブとのコメント。（日本における研究ポスト・資金の減少・不足が要因）

出所：各種資料よりADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察
中国R&D人材政策動向：海外高度人材招致・呼び戻しのためのインセンティブ（研究者コメント）1

研究資金

研究設備

中国人研究者
• 教授のポストを求めて
• 中国には安定した将来の約束は無いが大きなチャンスがある、当時はまだ若手だったので挑戦してみようと思った
• 諸外国では科学技術予算が縮小し、テニュアのポジションも不足しているが、中国では基礎研究への投資が大きい
日本人研究者
• 自分を含めて中国に来た若手の研究者は、働けるなら日本にいたいというのが本音です。給料や研究費が高いから中国に行くのではなく
、日本に研究者としてのポストがない。だから中国へ行くしかなかったのです

• 日本だと、私の同僚で私より業績がある人でも、研究室をまだ持てないという人がたくさんいます。日本だとほぼ不可能な環境なので、非
常に感謝しています

処遇

その他

中国人研究者
• 諸外国では科学技術予算が縮小し、テニュアのポジションも不足しているが、中国では基礎研究への投資が大きい
日本人研究者
• 研究費は3年間で2100万円とこの分野ではかなりいい額を貰えました。日本では名誉教授といっても、単なる肩書きで給料も研究室もな
いので、中国で研究するのも悪くないと思いましてね

中国人研究者
• 一人っ子世代で両親の世話をするために帰国

日本人研究者
• 専門であるビーム機能化学では、新しい研究をしようと思えばいろいろと高額な実験装置をその都度、開発する必要もあります。名誉教
授、招聘教授の立場では、研究を続けられても制約があります。定年後、海外から幾つかお誘いを頂いた中で、阪大時代の教え子が准
教授になった華中科学技術大学に教授として赴任しました



44Copyright © Arthur D. Little 2021 . All rights reserved.

大学間の厳しい競争環境の中で優秀な研究者に適切なポストを提供することが原則。
現職にある海外大学教授は現職維持を志向し、短期プログラムに研究員として参加。

出所：各種資料よりADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察
中国R&D人材政策動向：千人計画採用者への大学教員ポストの提供の考え方1

千人計画採用者への大学教員ポストの提供

• 中国の大学は競争環境の中で優秀な大学・学部に資金・教員・学生が集中する状況
• 大学教員に関しても、質量両面の業績評価を通じて、厳しい競争環境の中で新陳代謝が働く仕組
み構築

• 大学は高い成果を上げる教員を学内・学外の両方から求めており、外部から招聘する人材は内部
の教員よりも既に優秀か極めてポテンシャルが高い人材

• 千人計画への応募は中国の大学・研究機関等からの採用が前提であり、大学・研究機関が千人計
画の条件に合致する適任者を（仮）採用した上で、大学・研究機関が千人計画に申請を行う

• また、長期プログラムの対象者は教授、助教授等のポストで迎えられる一方、短期プログラムの対
象者はプロジェクト研究員としての契約となることが多い模様

大学・研究機関が
教員として採用するに足る

人材のみを採用
（無駄にポストをつくる
必要性は低い）

• 現在各国の大学等でテニュアポストに就いている外国人トップ研究者は、現在の大学教授等のポ
ストを放棄することを望まず、千人計画においても短期プログラムでの採用に応募する傾向があり、
中国における教授・助教授ポストを必要としていない

• 名誉教授などの研究者を長期プログラムで採用する場合は教授ポストを提供する場合はあるが、
必ずしも事例としては多くない模様

現役外国人研究者の場合
自国でのテニュアポストを

維持するために
中国大学でのポジションを

必要とせず



45Copyright © Arthur D. Little 2021 . All rights reserved.

中国の大学教員は質・量ともに業績・成果を残せなければ辞職勧告もあり得る厳しい
競争環境に身を置いている。

出所：各種資料よりADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察
（参考）中国における大学教員の評価1

研究

• 論文の執筆、学術雑誌への論文発表
• 研究プロジェクト（競争的研究資金）の獲得
• 企業等との共同研究
• 特許・実用新案の出願・登録・ライセンシング
• 研究関連の受賞・表彰
• 学会発表・講演、報告書の執筆 等

教育

• 講義・演習担当数・内容
• 学生による授業評価
• 教育プロジェクト（競争的資金）の獲得
• 教育関連の受賞・表彰
• 教科書、書籍等の執筆
• 学生指導（学生の表彰等の成果） 等

大学運営
・管理

• 役職に応じた大学・部局運営・管理業務
• 学内イベント等への参加・貢献

等

社会貢献

• 学外の審議会・委員会、学会活動
• 雑誌・論文等の編集委員・審査員
• 診療活動・医療活動・教育臨床
• マスメディアへの出演・掲載

等

中国における大学教員の業績評価項目（例）

教員の業績を量・質の両面より評価
業績は報奨インセンティブに色濃く反映されると共に、

最低任務量を充たせない場合は辞職勧告も

• 多くの大学では成果・業務の量のみならず、質についても評価（90

年代は量重視の傾向があったが、2000年代以降、質を重視する傾
向）

• 質に関して、論文の場合、掲載論文誌・雑誌自体のランク付け、サ
イテーションインデックスを利用、質の高さをランクやポイントで評価

• また、多くの大学で最低任務量として量・質両面のノルマが設定さ
れており、これを充たせない場合、減給、降格、辞職勧告等のペナ
ルティが課される

• また、業績に応じて昇給、保証金、研究費、博士学生の割り当て等
のインセンティブが付与される

• 昇任の申請基準は段階的に引き上げられており、申請基準を満た
すためには相当の業績を上げる必要がある

1990年代以降の高等教育重点化政策を通じて
優秀な大学・学部に対して優先的に資金が提供されるため

大学・学部自体が厳しい競争環境にある
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日本の大学は講座制が実態として残っており、今後重要性が増す共同研究の活性
化・トレンドに沿う研究テーマ採用・研究コンセプト想像力強化に向けて対策が必要

出所：エキスパートインタビューを基にADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察
（参考）大学の研究体制比較

大学の研究体制比較

1

◼ 日本の大学の多くは講座制を採用している
が、海外はPI制を採用しているため、個人で
裁量を持って研究ができる

− 海外（特に米国）では個人の研究者同士
が連携して、ファンドを獲得しに行くため、
必然的に共同研究が多くなっている

− 日本は決まった組織の枠内でピラミッド
型で連携する場合が多い

◼ 東大は講座制を敷いているため、存在する
テーマが変わるには時間がかかる一方で、
ハーバード大は PI制を採用しているため、1
つポストが空くたびに新しいテーマが選ばれ
る。変化の激しい時代には、PIの方が適し
ている

◼ 米国はコンセプトメイキングがうまい

− マテリアルゲノムのアイデアも米国発。ア
イデアで勝負して、実際のものづくりは日
本や中国にやらせてもよいと考えている

（東工大細野教授）

講座制 Principal Investigator(PI制)

概要

組織制度

主な採用国

研究テーマの
入れ替え

重視され
やすい能力

◼ 一人の教授・准教授の指示の下、
複数の准教授・助教が研究実施

◼ 単独のPI（助教、准教授、教授）
がポスドクや大学院生と共同で
研究を実施

共同研究
の多さ

◼ 米国、欧州各国

◼ 共同研究は必然的に多くなる
− 研究資金獲得には、PIが協力してチ
ームを結成することが求められる

◼ 与えられた研究テーマの遂行力 ◼ 研究テーマ・コンセプトの創造力

◼ 共同研究は少ない
− 決まった組織の枠内でピラミッド型で
連携する場合が多い

◼ 日本
− 2007年に大学設置基準から制度は
削除されたが、実態は残る

◼ テーマ変更の頻度は少ない
− 教授が退官した場合、研究テーマを
同研究室のメンバーが引き継ぐ

◼ テーマ変更の頻度は多い
− PIが退官する度に、新しいテーマが
採用される

適合しやすい
領域

◼ 専門性深化に時間を要する領域
− バイオ・マテリアル等、文章化されて
いないノウハウの伝承が重要となる
領域に適合

◼ 学際領域
− 共同研究が日常的に行われており、
分野融合が求められる領域に適合



48Copyright © Arthur D. Little 2021 . All rights reserved.

青年採用者の申請時の所属国は米国が6割を超え、日本は3%。専門領域では生命
科学・医学、工学・材料科学領域の研究者が過半を占める。

出所：日本学術振興会「中国の高度人材呼び戻し政策」

TASK2：知的資本の変化に関する考察
中国R&D人材政策動向：千人計画（採用者の申請前所属国と専門領域）

千人計画（青年*）採用者の所属・博士学位取得国 千人計画（青年*）採用者の専門領域

*2011～2017年までの千人計画青年カテゴリー採用者（全2926人）

1
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海外在住中国人採用者は2008～2014年で約4千人、一方、外国人専門家の採用者
は242人、単年比較で1割未満と少ない。

出所：中華人民共和国駐日本国大使館、科学技術振興機構（Science Portal China）

TASK2：知的資本の変化に関する考察
中国R&D人材政策動向：千人計画採用者数（海外中国人研究者と外国人専門家）

千人計画：中国人研究者・外国人専門家の採用者数（2014年時点）

1

中国では昨年も大型の人材プロジェクトが推進された。その一つ「千人計画」では昨年海外からの人材が
８６１人増え、総数は４１８０人に上った。

北京で１７日から１９日まで開かれた一級行政区組織部門の人材業務座談会、中央と国家機関の関連
省庁・委員会組織人事部門の人材業務座談会で次のようなことが明らかになった。「千人計画」の専門家
による効果は次第に目に見えるようになり、基礎研究分野で多くの独創的成果を収め、生命科学、プラズ
マ物理、量子通信、鉄系超電導などの研究分野を世界一流レベルにした。また新材料、新エネルギー、
ハイエンド装置製造など戦略的新興産業で多くの中国オリジナル・中国設計のものを生み出し、核技術、
有人宇宙飛行、有人潜水艇、北斗衛星ナビゲーション（システム）、軍需産業などの分野でネックとなって
いた技術的難関を突破させたという。

（2014/2/20 中華人民共和国日本国大使館中国ニュース）

千人計画

外国人のハイレベル人材を誘致することを目的とした「千人計画」ハイレベル外国専門家プロジェクト（外
専千人計画）が2011年8月に開始されてから、中国国家外国専門家局（以下、同局）は政策の研究、プロ

ジェクトの申請、専門家の審査、連絡サービスなどを推進し、海外人材導入事業の新たな局面を切り開
いた。人民日報が伝えた。
これまでの4期に渡り、29カ国・196人の外国人専門家が同計画に入選した。また、外専千人計画の実施
が始まる前に、千人計画のプロジェクトに入選した外国人専門家を含めると、計242人が同局の連絡・サ
ービスの範囲内に収められた。

（2014/6/9 科学技術振興機構 Science Portal China中国ニュース）

外専（外国人専門家）
千人計画
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米国はSTEM教育の継続的な強化による人材の底上げを図ると共に、近年「未来の
産業」（AI、量子、通信、製造、バイオ）を中心とした研究開発投資を加速。

出所：各種資料よりADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察 海外R&D人材政策動向
米国：R&D人材政策概要

米国R&D人材政策動向

人材育成
関連政策

STEM教育戦略
• 生涯にわたって質の高いSTEM 教育を受ける機会を全国民に対して提供し、STEM 分野における能力開
発、イノベーションおよび雇用においてグローバル・リーダーになるための今後5年間の目標を提示（2018）

NSF I-Corps事業
• 2011年より開始された起業人材育成プログラム。起業を志望する大学院生/ポスドク、指導教官、メンター
の3人1組のチームを対象とした研究開発成果の事業化を支援する教育プログラム

• 2018年「イノベーターから起業家へ」法案により、SBIR・STTR予算の一部をI-Corpsに充当、参加枠拡大

（近年の）

研究開発政策と
重要技術領域

国家量子イニシアチブ法 • DOE、NSF、NIST における量子分野の取り組みに5 年間で約13 億ドルを投資（2018）

米国AIイニシアチブ • AI分野における米国のリーダーシップを促進するために国防/非国防合わせ約20億ドル/年投資（2019）

未来の産業における米国リー
ダーシップ強化のための提言

• 「未来の産業」（人工知能（AI）、量子情報科学、次世代通信、先進製造、バイオテクノロジー）を対象とした
研究開発、環境整備、人材育成を推進（2020）

未来の先端コンピューティン
グエコシステム開拓戦略計画

• AI、量子等「未来の産業」の基盤としてHPCからエッジまで広範なコンピューティングとソフト/データのエコ
システムを構築するための戦略（2020）

審議中の研究開発関連法案
• 「国家人工知能イニシアチブ」法案、「エンドレス･フロンティア」法案（未来の産業への投資増加）、「半導体
製造インセンティブ」法案、「米国ファウンドリ」法案

2022年度研究開発予算優先
項目

• 2022年度予算において考慮すべき5つの優先事項を設定。
• ①公衆衛生のセキュリティとイノベーション（Covidへの対応、バイオテクノロジー）
• ②未来の産業および関連技術（AI、量子情報科学、先進通信ネットワーク、先進製造、未来のコンピューテ
ィングエコシステム、自律･遠隔操作ビークル）

• ③安全保障（レジリエンス、先端軍事能力、半導体）
• ④エネルギー・環境（エネルギー、海洋、北極、地球システム予測および気象サービス）
• ⑤宇宙（月から火星へ）

2
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EUでは研究・イノベーション長期計画であるHorizon 2020に基づき、研究者助成プロ
グラムおよび重要領域への研究開発投資を実施。

出所：各種資料よりADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察 海外R&D人材政策動向
EU：R&D人材政策概要

EUR&D人材政策動向

人材育成
関連政策

欧州研究会議（ERC）を通じ
た研究者助成

• Horizon 2020 （後述）のもとで5 種類の研究者への助成プログラムを運営。若手研究者の育成、専門分野
融合型の研究への助成を行う

Marie Skłodowska-Curie 

actions（マリーキュリー事業）

• Horizon 2020の一環として行われている研究者助成プログラム
• 研究者に対するキャリア支援プログラム。研究者向けの助成プログラムとして、EU枠内での移動および

EU枠外からの移住、EU枠外での一定期間の研究を支援するプログラムを提供。研究機関向けプログラム
として、若手向けトレーニング、スタッフ交流（出向）、ファンディング機関支援プログラムを提供

（近年の）

研究開発政策と
重要技術領域

Horizon 2020

（・Horizon Europe）

• 1984年より開始された研究及び革新的開発を促進するための欧州研究・イノベーション枠組み計画
Framework Program（FP）の第8次計画（計画期間：2014-2020）

• 「卓越した科学基盤の強化」、「産業技術におけるリーダーシップの発揮」、「社会的課題への取組み」を3本
柱とする

• 重要（産業）技術領域： ICT、ナノテク、材料、バイオテクノロジー、先進製造、宇宙
• 重要社会課題：保険・人口・福祉、食糧安全保障・バイオエコノミー、クリーンエネルギー、スマート輸送、
気候・資源・材料、包括的・イノベーティブ・内省的な社会、安全な社会

• また、Horizon2020の一環として行われている欧州委員会と産業界との共同開発イニシアティブであるJTI

（Joint Technology Initiative）では以下の7つの領域に対して研究資金を投資（Horizon2020予算、EU加

盟国、産業界が資金分担）：革新的医薬品、電子部品とシステム、航空・航空輸送、水素・燃料電池、欧州
単一鉄道網、バイオ原料・生物精製、航空交通管理システム

• 2021年からは「Horizon Europe」（2021-2027）に引き継がれる
• Horizon Europeの重要領域（クラスタ）：（1）健康、（2）文化・創造性・創設的な社会、（3）安全な社会、（4）
デジタル・産業・宇宙、（5）気候・エネルギー・モビリティー、（6）食糧・バイオエコノミー・資源・農業・環境

2
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研究者助成プログラムFuture Leaders Fellowshipは国籍を問わず優秀な研究者を
支援。近年は産業戦略に基づく研究開発投資を推進。

出所：各種資料よりADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察 海外R&D人材政策動向
イギリス：R&D人材政策概要

イギリスR&D人材政策動向

人材育成
関連政策

Future Leaders Fellowship
• キャリア初期の研究者やイノベータに対して最長7 年間のファンディングを実施（2018~）
• 対象者は出身国を問わず、海外からの高度人材獲得も意図

CASE studentships
• 博士課程学生のトレーニングのための奨学金プログラム（CASE：Collaborative Awards in Science and 

Engineering）。大学と企業の双方から研究指導を受けることを前提に3~4年間の研究を助成

Knowledge Transfer 

Partnerships

• ポスドク・大学卒業者を中心とした企業における研究開発プロジェクトを支援するプログラム。

• 産学連携を促進することを目的として、プロジェクト費用（人件費、研究装置・材料費、間接経費等）の
1/3~1/2を支援

（近年の）

研究開発政策と
重要技術領域

産業戦略チャレンジ基金
（ISCF）

• 産業界・社会の重要課題に対処すべく、起業と研究者を支援するプログラム
• 第3次（2019決定）の重要領域：産業の脱炭素化、未来の飛行、スマート製造、電力革命、病気発見、量子
技術、デジタルセキュリティ、基盤産業変革、持続可能なプラスチック包装、等

産業戦略：将来に適応する
英国の建設

• 2017年に発表された産業戦略、技術革命を主導できる領域として4 つの「グランド・チャレンジ」を設定
• 1. 人工知能（ＡＩ）とデータ：データ、AI、およびイノベーションを用いて、病気の予防、早期診断、および慢性
疾患の治療を2030 年までに変える

• 2. 高齢化社会：富裕層と貧困層の格差を縮め、2035 年までに今よりも少なくとも5 年間長く人々が健康で
独立した生活を送れるようにする

• 3. クリーン成長：2030 年までに新しい建物のエネルギー利用を少なくとも現在の半分にする。2030 年まで
に低炭素の産業クラスターを少なくとも1 つ確立し、2040 年までに世界初となる温室効果ガス純排出量ゼ
ロの産業クラスターを確立する

• 4．未来の輸送手段：英国をゼロエミッション車（ZEV）のデザインと製造の最先端に位置付け、2040年まで
に自動車とトラックすべての新車を事実上排出ゼロにする

産業戦略における人材育成
関連投資

• STEM 能力の教育促進に向け、4 億600 万ポンド投資
• デジタル分野などの国民再研修制度を新設し、建築技術およびデジタル技術研修に6,400 万ポンド投資

2
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研究者・大学助成プログラムを通じて海外のトップ研究者の招聘を促進。また、近年は
地方・大学の自主性重視のみならず、連邦政府主導でのイノベーション戦略を強化。

出所：各種資料よりADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察 海外R&D人材政策動向
ドイツ：R&D人材政策概要

ドイツR&D人材政策動向

（近年の）

研究開発政策と
重要技術領域

ハイテク戦略2025

• 2006年より開始された研究開発およびイノベーションのための包括的な中期戦略の第4次（2018）
• 社会的課題（健康・介護、エネルギー・環境、輸送、都市・地方、安全、経済・労働4.0）、未来技術（基盤技

術、高度人材、市民参加）・人材、イノベーション環境（イノベーションネットワーク、起業文化、知識移転）の
3つの優先領域を設定

• 重点技術領域として、以下の2つを設定
• 社会的実装・応用を見据えた研究（機械学習、ビッグデータ、サイバーセキュリティ、HMI、ロボット、VR、通
信システム、5G 通信技術、電池、3D プリント、軽量化、製造技術）

• 世界トップへ飛躍させる技術（量子シミュレーションシステム、超精密計測技術、画像化技術、バイオテクノ
ロジー、バイオインフォマティクス、航空宇宙衛星、材料）を設定

人材育成
関連政策

エクセレンス・イニシアティブ
• 高等教育の目標を各地方における教育レベルの向上から米国・英国等の大学に対抗できる優れた大学を
生み出すために選ばれた少数の大学に集中的に助成を行うプログラム（2006~）

• 海外トップレベル研究者の招聘を促進

ドイツ研究振興協会（DFG）
エミー・ネータープログラム

• ポスドク研究者の早期自立を目指したフェローシッププログラム
• 国内外で研究を行っているポスドクを対象にドイツ国内の大学でポストを得ることを条件に助成

ドイツ研究振興協会（DFG）
ハイゼンベルグプログラム

• ポスドク向けフェローシッププログラムとテニュアトラック支援のプロフェッサーシッププログラムを実施
• 後者は研究者と大学が共同申請を行い5年間の助成期間を終えると、共同申請を行った大学に定年制ポ
ストが保証される

AI戦略・量子戦略
• AI戦略（2018）：。AI の実用化に向けて、基礎研究から応用研究へ連携とフランス等との国際連携を推進
• 量子戦略（2018）：第二世代の量子コンピューティング、量子コミュニケーション、計測技術の開発および技
術移転と産業の参画を推進

飛躍的イノベーション機構
（SprinD）

• 新たな製品やサービスによって、市場を変革させるインパクトを持つポテンシャルの高いイノベーション創
出を目標とする（2019）

• 以下のプロジェクトを採択：(1)エネルギー効率の高いAI ハードウェアの設計、(2) ミニ臓器の培養、(3) 高
性能/低価格蓄電池開発

水素戦略
• 自動車、機械、化学などドイツの主力産業に加え水素製造を新しい核とすることを目指し「水素戦略」を発
表（2020）。EUの地球温暖化対策「欧州グリーン・ディール」政策と連動して、水素製造の産業化を加速

2
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トップ研究室への研究助成を通じて海外トップ人材獲得を促進。Horizon 2020との調
和を図った研究開発戦略を推進。

出所：各種資料よりADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察 海外R&D人材政策動向
フランス：R&D人材政策概要

フランスR&D人材政策動向

人材育成
関連政策

若手研究者支援プログラム
（JCJC）

• 国立研究機構（ANR ） が運営する若手研究者の支援プログラム（2005~）
• 若手で構成される研究チームの立ち上げを支援

研究を通じた育成のための
企業との協定（CIFRE）

• 博士課程学生および共同研究を行う企業への助成を行う支援プログラム
• 博士課程学生を3 年間雇用した企業に対し、学生に企業が支払った報酬の一部を助成
• 研究費税額控除（CIR）の制度により学生に支払った給与の控除を受けることが可能

SNR France Europe 2020

（研究に関する国家戦略）

• 「高等教育・研究法」（2013 ）により策定が定められた国家研究開発戦略（2015 ）
• EUの研究開発戦略との調和を図った社会課題に基づく研究開発戦略

• 対象とする社会課題：資源管理および気候変動への対応、クリーン・安全で効率的なエネルギー、産業の
復興、健康と社会的福祉、食糧安全保障と人口変動、持続可能な輸送と都市システム、情報通信社会、革
新的・包括的かつ適応力のある社会、欧州のための宇宙・航空、欧州市民社会の自由と安全

• 分野横断研究領域：健康・環境・社会、健康・デジタル、デジタルな人類、社会・デジタル・セキュリティー、
デジタル・エネルギー・環境・社会

• 2020年計画における優先項目：人工知能、人文社会科学、量子技術、薬剤耐性、神経発達障害における
自閉症、希少疾患における平行的な研究

（近年の）

研究開発政策と
重要技術領域

優れた研究室
（LABEX）

• 既に世界的なプレゼンスを獲得している研究室を対象とした研究助成プログラム（2011~）
• 研究の競争力向上と共に海外のトップ人材惹きつけることを目的とする

2
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各国が掲げる重要技術領域は大差はなく、今後これらの技術領域における競争は更
に激化することが予想される。

出所：各種資料よりADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察 海外R&D人材政策動向
諸外国のR&D政策における重要技術領域2

中国 米国 EU イギリス ドイツ フランス

情報通信

量子通信と量子コンピュータ
サイバー･セキュリティ
次世代情報通信
AI・ビッグデータ技術

人工知能（AI）
量子情報科学
次世代通信
ハイケイパビリティーコン
ピューティング
大規模データ・ネットワーク

次世代通信
ハイパフォーマンスコンピュー
ティング
ビッグデータ
サイバーセキュリティ
量子

人工知能（ＡＩ）とデータ
量子
デジタルインフラ
サイバーセキュリティ
デジタルエコノミー

機械学習、ビッグデータ、AI
サイバーセキュリティ、HMI、VR
通信システム、5G 通信技術
量子シミュレーションシステム
量子コンピューティング・コ
ミュニケーション

デジタルセキュリティ
次世代通信インフラ
AI、量子技術
デジタルエコノミー
ハイパフォーマンスコンピュー
ティング

ライフサイエ
ス・医療健康

バイオ医薬・高性能医療機器
脳科学と類脳研究
タンパク質複合体と生命過程制御
幹細胞
ゲノム編集

バイオテクノロジー
特定疾患治療
公衆衛生イノベーション
脳科学、生命法則理解
生物医学・再生医療

バイオテクノロジー
革新的医薬品
バイオ原料・生物精製
個別化医療
公衆衛生

AI利用による病気予防、早期診断、
慢性疾患治療
高齢化社会
早期診断・精密医療
再生医療

健康と介護
バイオテクノロジー
バイオインフォマティクス
国民的疾患治療
個別化医療

バイオテクノロジー
薬剤耐性
医療システムデジタル化
持続可能食糧
特定疾患治療

材料・ナノテ
ク

新素材の研究開発と応用
新材料技術
ナノ・サイエンス・テクノロジー
物質深層構造と宇宙物理研究

持続可能ナノ製造
ナノエレクトロニクス

ナノテクノロジー
先進材料
水素・燃料電池
グラフェン

ナノテクノロジー
材料エンジニアリング
グラフェン、セラミック、複合
材料、金属・合金

ナノテクプラットフォーム
ナノテクのエネルギー、交通、
医療、建築、機械分野応用
高効率資源利用

ナノテクノロジー
ナノテクのマイクロエレクトロ
ニクス、自動車、5G・AI・IoT、
航空宇宙分野応用

環境・エネ
ギー・資源

石炭のクリーン・高効率利用技術
グリーン･高効率エネルギー
グローバルモニタリング
海洋資源利用
超深地層開発

エネルギー資源の安全・効率的
活用
地球システムの予測
希少鉱物有効利用プロセス
気候変動

環境負荷低減・エネルギー効率
向上
クリーン・高効率エネルギー
スマート輸送
気候変動

クリーン成長
ゼロエミッション
電力革命
気候システム
天然資源の持続可能な使用

スマート・クリーンな輸送
再生可能エネルギー
水素エネルギー

持続可能エネルギー
持続可能輸送・都市システム
深海資源
気候変動、生物多様性

海洋・航空・
宇宙・国防

大型航空機エンジン・ガスタービ
ン
深海ステーション
宇宙探査・宇宙開発
超深地層

宇宙の窓
宇宙探査・商業活動
高度軍事能力

航空・航空輸送 宇宙 航空宇宙衛星 航空・宇宙

ものづくり・
工業

インテリジェント製造・ロボット
先進製造技術
省エネ・新エネ自動車・コネク
テッド化＾
極限環境製造技術

スマート・デジタル製造技術
高度産業用ロボット
自律･遠隔操作ビークル

電子部品とシステム
先進製造

スマート製造
脱炭素化

経済4.0・労働4.0
自動走行、電気・燃料電池自動
車
電池、3D プリント、軽量化、製
造技術

工場デジタル化
自動走行、電気・燃料電池自動
車

農林水産
育種・先進農業技術
先進食品製造技術
遺伝的改良

代替農薬品・農薬削減

社会基盤・公
共安全

スマートグリッド技術
先進軌道交通
都市化・公共安全
災害予測

重要インフラレジリエンス向上
エネルギーセキュリティ

鉄道網
航空交通管理システム

持続可能輸送・都市システム
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米国政府は2018年頃より、千人計画を始めとする中国の技術人材政策を通じた米国
技術・知的財産の不法窃取を問題視、対策の必要性を訴えた。

出所：各種資料よりADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察
諸外国における中国R&D人材政策に対する反応・懸念3

米国おける中国R&D人材政策に対する反応・懸念

• ホワイトハウス通商製造政策局による2018年6月発表のレポート「 「How China’s Economic Aggression 

Threatens the Technologies and Intellectual Property of the United States and the World」
• 中国によるグローバルな規範やルールの範囲外の攻撃的な行為、ポリシー、慣行を「経済的侵略」と定義し、近年の
経済的侵略行為と米国にとっての脅威を報告

• 本レポートにおいて、国外からの人材採用を通じた技術獲得策の例として千人計画を解説
• 2018年よりテキサス大学やバージニア工科大学の研究者が助成金搾取等の疑いによりFBIに逮捕されたことから

米国内での千人計画への懸念が露見したことが本レポートにおいて千人計画が直接的に言及された背景にある模
様

ホワイトハウス
通商製造政策局による
中国の経済的侵略行為

に対する警鐘

• 上院国土安全保障・政府問題委員会による2019年発表のレポート「Threats to the U.S. Research Enterprise:

• China’s Talent Recruitment Plans」
• 中国千人計画の背景による中国共産党政策、千人計画の内容、千人計画採用者による違法行為の発生状況、米
国の主要政府機関における本問題への対応状況および今後の推奨対応方針を報告

• 米国の開放性を中国が悪用し、米国の知的財産を不法・違法に取得し、自国の利益のために利用するために展開
されている中国の人材採用計画の最たる問題事例として千人計画を取り上げている

上院委員会による千人計画の
問題と各省庁等の対応状況と
今後の推奨対応方針を報告
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豪州のシンクタンクは中国の技術人材獲得の取組みを分析し、各国政府・研究機関に
対応策の必要性について警鐘を鳴らした

出所：各種資料よりADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察
諸外国における中国R&D人材政策に対する反応・懸念3

豪州おける中国R&D人材政策に対する反応・懸念

• ASPI（ Australian Strategic Policy Institute）による2020年発表のレポート「Hunting the Phoenix」

• 中国政府による海外優秀人材の取り込みの活動が、米国に限らず世界中に広がっており、中国政府による人材確
保政策の数は、地方政府や関連機関の関与も含め200以上の政策が展開されており、千人計画はその代表施策の
一つと位置付け、これらの人材採用獲得政策は合法的なものから違法な秘密裡の活動を含め多岐に亘ると分析

• 中国政府は優秀人材を特定・スカウトするため、世界各地に少なくとも600以上の拠点を設置し、人材採用拠点が擁

する権限は「千人計画」よりも幅広く、人材採用事業は透明性に欠け、不正行為や知的財産盗用、スパイ行為と広く
結び付く取り組みを促進している、としている（人材採用拠点数：米国146、ドイツ・豪州57、英国・カナダ47、日本・フ
ランス46拠点）

• 中国政府の人材政策の背景には共産党による文民融合戦略を通じた、産業スパイ的な活動を通じた、海外技術の
不法な取得を通じた技術競争力の強化、民生技術の軍事転用への懸念を表明

• 中国政府による人材採用政策と取組み内容、違法な技術取得のケーススタディ、および、各国政府および研究機関
に対する推奨対応方針を提示

ASPI（Australian Strategic 

Policy Institute）による
中国による技術人材政策

に対する警鐘
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千人計画等による中国への技術・人材流出に対応するため、米英豪ではガイドライン
の提供や輸出管理規制強化といった対策が取られている。

出所：各種資料よりADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察
中国の千人計画等に対する諸外国の対応4

米国

• 国家安全保障関係当局による輸出管理・査証等の規制強化
• 軍民融合戦略に関わる中国籍研究者等の入国停止
• FBI による啓発活動／無届兼業等の摘発強化
• 国防総省による懸念のある大学・研究機関のリスト作成義務化（国防権限法 2020）
• 米国100以上の大学に設置された孔子学院（中国語教育・文化普及）を不法行為が拠点となっている疑いのため孔子学院設置大学への
資金提供停止（国防権限法 2020）

• 科学技術関係当局による研究インテグリティ強化（利益相反に関する情報の開示の徹底、科学技術関係当局による大学・研究機関に対
するガイドライン修正、国家安全保障関係機関からの情報提供や助言、大学の協会等からグッドプラクティス等の情報提供）

- 大学・研究機関に対して「外国からの影響」に対するイニシアティブの実行、必要な体制整備を要求
- 国立衛生研究所（NIH）、エネルギー省（DOE）、国防総省（DOD）等によるプロジェクト契約者の外国（政府）からの資金提供・人材採
用プログラムに関する情報開示義務付け

- DOEが中露等の外国政府の人材募集計画への参加を禁止

英国
• 国家安全保障機関が、研究における潜在的なリスクの概要を説明し、十分な情報に基づいた決定を行うためのアドバイス提供の文書を
公表

豪州
• 大学セクターに対する外国の干渉に対抗するためのガイドラインを発表
• 安全保障関係のシンクタンクから中国の軍関係の大学に関する情報提供などの取組
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サウジアラビアは石油依存の経済からの脱却を目指し、海外の研究者・学生を手厚い
待遇で獲得しており、大学ランキングも上位に位置している。

出所：日本経済新聞「世界から一流学者 サウジが目指すスーパー科技大学」(2018/2/18)、KAUST Websiteを基にADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察 個別人材確保施策事例
キング・アブドラ科学技術大学の人材獲得動向

キング・アブドラ科学技術大学（KAUST）

クリーン燃焼研究センター KAUSTソーラーセンター

先端膜・多孔質材料センター 紅海研究センター

Ali I. Al-Naimi 石油工学研究センター ビジュアルコンピューティングセンター

計算生物学研究センター 海水淡水化および再利用センター

Extreme Computing 研究センター サウジアラムコ研究センター

KAUST触媒センター

• 石油依存の経済から脱却し新産業の創造を目指す大学の設立
− アブドラ前国王がサウジアラビアの未来のため世界一の大学をつくり
たいと考え、個人資産を約2兆円投じ、2009年に開学

− 創立50年以下のNature Indexによる大学ランキング（2019年）では、
世界9位に

• 海外から招いた教授に対して、手厚い研究環境を提供
− 赴任時には実験装置を用意するため億単位の設備費が用意される
− 外国からスカウトした教授の研究費のベースラインは6000～8000万
円

− 事務職員が教員の4倍くらいいて、研究資金の応募手続きから研究
成果の評価にいたるまであらゆる面で教員を支援する体制を提供

− ハーバード大学に次ぐほど大きな基金が設けられ、年間約800億円
の運営費が交付。日本の理化学研究所の運営費にほぼ匹敵

• 世界各国から優秀な学生を獲得
− 国際性、多様性を重視しサウジ国籍の学生は30%以下に留め、

2018年時点で85カ国の学生が集う
− 授業料無料に加え、毎年1回母国に帰る往復旅費を支給
− 1学年約250人の定員に対し8000人を超える応募があり、世界の最
難関校のひとつに

KAUSTが設置する研究センター

住宅や商業施設も整備されたKAUST

2

5
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ドイツの公的研究機関では、在籍期間や同一機関内での昇進の制限等により、研究
機関内での競争・新陳代謝、及び、国内外機関での人材循環を促す仕組みを構築。

出所：CRDS「研究力強化のための大学・国研における研究システムの国際ベンチマーク」、
ボン研究連絡センター「ドイツにおける若手研究者のキャリアパス」を基にADL作成

TASK2：知的資本の変化に関する考察 個別人材確保施策事例
ドイツにおける多様なキャリアパスの整備と人材循環を促す組織制度

ドイツの研究者キャリアパスと海外研究者比率

• 国内において期限付きポジションで研究できる期間が限られていることも
あり、国外へのキャリアパスやアカデミア以外のキャリアパスが普及

− ドイツでは、研究者がドイツ内の期限付きポジションで研究できる期
間を 12 年までと制限している

− 期限までに教授職または期限なしの研究職ポストに就けなければ国
外に出るか、アカデミックの道はあきらめる

− この 12 年には博士課程も含まれる。もし 4 年で博士課程を終えて
学位を取得したとしたら、猶予は 8 年となる

− ドイツ大学科学研究センターの調査によると、博士取得後のキャリア
につい ては、アカデミアに残る意思があるとしたのは僅か22％で、
55％が残る意思がない、23％が決めていないと回答した

• 積極的に人材を循環させ、ネットワークを構築するとともに組織をフレッシ
ュ に保つ組織制度を構築

− 同じ大学内で昇進できることはまれであり、公募の際はドイツ全国だ
けでなく、欧州全土にまで視野を広げて応募することが一般的

− マックス・プランク研究所においても研究者は任期制で、基本的には
5年、最大10年程度の在籍で次の職場に移らなければならない

• 加えて、国が出資している助成機関による若手研究者支援プログラムが
充実しており、国内外問わず優秀な研究者の早期獲得が進む

− エミー・ネーター・プログラム、ハイゼンベルク・プログラム、ソフィア・
コヴァレフスカヤ賞、ERC スターティング・グラント等の支援プログラ
ムが存在

ドイツの研究者のキャリアパス
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3Mでは、研究および開発の両部門において、個人が設定する自由な研究開発を行う
ことが可能であり、研究者・技術者を惹きつけている。

出所：3M’s 2017Outlook Meeting

*売上高の30%は新規開発製品である必要があるというルール

TASK2：知的資本の変化に関する考察 個別人材確保施策事例
3Mの15%ルール

Corporate

Research

Business 

Labs

役割

基礎技術の
研究開発

新製品の
開発

工数配分

85%

15%

85%

15%

業務内容

Compony Project

Personal Project

Company Project

Personal Project

KPI

30% rule* / Patent

KPIなし

30% rule* / Patent

KPIなし

予算配分

15%

85%

3Mの研究開発部門におけるリソース配分

一定の自由な研究活動
が可能である職場が、
研究者・技術者に

選択される理由の一つに

4

5



65Copyright © Arthur D. Little 2021 . All rights reserved.

中国における大学教員の兼業・副業については、大学自身が経営する企業での兼務
には制約があるが、民間企業での兼務は推奨されており、近年も強化の動きがある。

出所：経済産業省「令和元年度産業技術調査事業（産学官の人材流動化を促進するためのクロスアポイントメント制度活用に向けた調査）調査報告書」

TASK2：知的資本の変化に関する考察 個別人材確保施策事例
中国における大学・企業の兼業に係る法規制等の動向

年次 政策・法律等 内容

1988年 科学技術者の兼業に関する意見 （科学技
術委員会）
タイマツ計画

• タイマツ計画は、ハイテクの産業化の実現を目指し、①ハイテク産業開発区の設立と創業サービスセンター（インキュベータ）の建設、
②研究機関、大学、 企業、科学技術人材のハイテク型企業の設立、その地域における産学官連携の促進を実施。

• 国務院は、国家レベルのものとしては中国初となるハイテク産業開発区の試験地域として、北京市海淀区中関村に、北京市新技術産
業開発試験区を設立。

1999年 改正高等教育法 • 大学の先生は企業と兼業で勤務できる。エフォートが一定以下ならば届出不要。

2005年 校弁企業管理体制の改革 • 人員管理で、①大学の高級管理人員が、資産経営会社以外の校弁企業の役員を兼任することを禁止。②大学の高級管理人員が、
資産経営会社の役員を兼任することは認められるが報酬を受けることは禁止

2006年 国家中長期科学技術発展計画綱要
（2006～2020年）

• 企業がハイレベル科学技術人材を雇用し優れた科学技術人材を養成することを奨励、科学研究機関や大学の科学技術者が市場に
参入して起業をすることを奨励、科学研究機関や大学の科学技術者が企業で兼任し技術開発することを認可する。

2015年 「衆創空間（小型アクセラレータ） の発展
による、大衆創新創業を推進する国務院
弁公庁の指導意見」、「新形勢下の就職
創業工作のさらなる深化に関する国務院
の意見」、「大衆創業、万衆創新を積極的
に推進する若干の政策・取組に関する国
務院の意見」

• いずれも、科学技術者が在職または、離職で起業するよう奨励するとした。
• 兼任・起業休学制度の導入、特許の譲渡・ライセンシングによる収益の半分以上を研究者に帰属する制度の導入、大学生スタートアッ
プ教育プログラムの設置、スタートアップ支援基金の設置などを行う。

• 科学技術研究機関、高等教育機関、国有企業、事業単位の科学技術者が離職して科学技術企業を創立するについて、大部分の地
方政府が 3 年以内に元の身分と職称を保持する奨励政策を行っている。

• 河北、天津、黒竜江、山西、湖北省など。 一部の省はその上、さらなる奨励措置を策定した。

2015年 上海市「本市科学研究人員双方向流動の
整備に関する実施意見」

• 科学研究者の双方向の兼任を支持し、高等教育機関や科学研究機関などの事業単位の科学研究者は、所属する機関の職責を遂行
し、自分の仕事を完了させることを前提として、兼任申請を書面で提出する場合は、所属機関の同意を得て、科学技術企業に兼任す
ることができるとした。ハイテク成果の転化、技術の難関突破に有料サポートを提供し、兼任の給料を獲得できる。同時に、高等教育
機関や科学研究機関などの事業単位は、仕事のニーズに応じて一定割合の流動ポストを設定し、イノベーティブな実践経験を持つ企
業家と企業の科学研究人材を引き付けて兼職させることができる。

2019年 中国国務院による、イノベーションを刺激
する新しい改革施策

• 管理・研究職の者に 「技術+現金」でエクイティを持たせる制度、大学等の企業技術開発への参加等の技術移転インセンティブ強化
• 政府系エクイティファンドによるスタートアップ企業支援、特許実施保険/特許被侵害保険設立等、科学技術に資する金融サービスの
革新

中国における大学・企業の兼業に係る法規制等の動向
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カナダでは、AI研究の権威である3名のトップ研究者を中心とした産業ハブを設置する
ことにより、世界的な研究者の招致を実現し、国内の人材流出防止も図ろうとしている。

出所：国際社会経済研究所「カナダの小都市エドモントン市が挑むＡＩの社会実装と産業化」、Synced Review「Building AI Superclusters in Canada」

TASK2：知的資本の変化に関する考察 個別人材確保施策事例
カナダのAI政策

トップ研究者を核としたカナダのAI国家戦略「Pan-Canadian AI Strategy」

ヨシュア・ベンジオ教授
（モントリオール大学）

【深層学習のパイオニア】

ジェフリー・ヒントン教授
（トロント大学）

【深層学習の産みの親】

リチャード・サットン教授
（アルバータ大学）
【強化学習の創始者】

1980年代からAI研究をリードしてきた
“カナディアン・マフィア”と称される3人の権威

3人の権威がそれぞれ所属する
3つの拠点をAI産業のハブに

総勢29名の
世界的な

AI研究者を
国内外から
招集

AI国家戦略の4つの目的

カナダに優れたAI研究者や
大学院生を増やすこと
（特に頭脳流出防止が目的）

3つの主要なAI研究所を強化し、
科学的成果を題すこと

AI発展に向けたリーダーシップ
（経済、政策、倫理、規制面で）

を発揮すること

国内のAIに携わる
研究コミュニティを支援すること

人材関連目標
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海外の有力研究室を丸ごと呼び込むユニット誘致が北海道大学や京都工芸繊維大学
で行われているが、ユニット誘致の拡大には至っていない。

出所：北海道大学Website、日本経済新聞「世界の名門、丸ごと誘致 教授・院生、研究室単位で」(2014/6/12)

TASK2：知的資本の変化に関する考察 個別人材確保施策事例
北海道大学のユニット誘致

北海道大学のユニット誘致

• 海外の名門大学から研究室を丸ごと呼び込む「ユニット誘致」が
2014年より、北海道大学および京都工芸繊維大学で開始

− 北海道大学は、2017年2月28日時点で、8つの研究ユニットを
誘致。2020年6月時点においても、誘致したユニットとの共同
研究は継続しているが、大きな拡大は確認できず

• ユニット誘致には人件費や旅費など億単位の費用が掛かるため、
誘致する側と誘致される側の特徴や強みを見極めた戦略が必要

− 京都工繊大の場合、教授だけで欧米並みの1千万～2100万
円の年俸を用意し、滞在が短期の場合は月割りで給与を支
払う。国の財政支援が無ければ誘致の実現は難しい

− カネで研究者を釣るような姿勢では長続きしないため、誘致さ
れる側にも研究教育等でメリットがあることが大切

北海道大学によるユニット誘致状況

※2017年2月28日時点

7
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島根大学は、航空機エンジン産業や合金産業が発展している日本での活躍の場を訴
求することで、合金分野の世界的な権威であるオックスフォード大学教授を招聘した。

出所：島根大学次世代たたら協創センターWebsite

TASK2：知的資本の変化に関する考察 個別人材確保施策事例
島根大学の海外大教授招聘

島根大学「次世代たたら協創センター」における先端金属素材グローバル拠点の創出

航空機産業向け超耐熱合金プロジェクトの概要

• 日本には、世界三大航空機エンジンメーカーのエンジン
やエンジンパーツを手掛けるメーカーが存在

• 特に日立金属安来工場では、超耐熱合金を使ったジェ
ットエンジンのガスタービンディスクを製造

− 更なる耐熱合金性能向上に向けて、素材の超耐熱合金
を溶融し、インゴットをつくる技術に課題があった

• そこで、超耐熱合金の世界的な権威であるオックスフォ
ード大学のロジャー・リード教授に協力を依頼し、 「次世
代たたら協創センター」の所長に就任してもらう

− 内閣府「地方大学・地域産業創生交付金事業」に採択
− ロジャー・リード教授にとっても、航空機エンジン産業や合
金産業が発展している日本での活躍の場は、出口産業と
の距離が近く魅力的だった

• オックスフォード大学教授の招聘を通じて、世界トップレ
ベル研究者の行動・思考原理の導入・浸透、面的なネッ
トワークの構築が図られた

− 事業化を意識した研究ゴールの設定、研究者個人の研
究資金獲得（例：最低3千万円）の必要性等、日本人研究
者に意識・行動変革を求める

− ロジャー・リード教授のみならず、他のオックスフォード大
学教授やレスター大学教授といった世界トップレベル研究
者達とのネットワークを構築

− 本プロジェクトを契機にオックスフォード大学と日立金属
が共同研究組織を設立し、海外研究者を招聘した国内研
究機関がハブとなり国内産業界と海外研究機関を結びつ
ける役割を果たす
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清華大学は傘下の企業を通して、サイエンスパークの運営とスタートアップ支援を一
体的に行っており、外資大手企業の拠点も構えられている。

出所：知的資産創造「勃興する中国新興企業（下）」

TASK2：知的資本の変化に関する考察 個別人材確保施策事例
清華大学のスタートアップ支援

清華大学によるスタートアップ支援体制の充実

• 清華大学は、教育・研究活動に加えて、傘下の企業活動を通して科
学技術の発展に貢献

• 特に最も事業規模が大きな啓迪控股股份有限公司(TUS Holdings)

は、大学周辺のスタートアップ支援に取り組む
− TSUの主な事業は、以下の3つ
①サイエンスパークの開発運営・インキュベーション事業運営
②投資事業の運営
③科学技術事業の運営

• サイエンスパークには、技術開発協力を目的に世界各地の企業が
拠点を構える

− 外資企業の参画例として、トヨタ、NEC、マイクロソフト、グーグ
ル、P&Gなどが挙げられる

清華大学傘下の主要企業

10
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米国アリゾナ州では、自動運転の実証に必要な法整備や道路整備を進め、開発に必
要な環境を整備したことにより、米国各地や日本など外国から技術者が集結している。

出所：国土交通省「自動運転に対応した道路空間に関する検討会」、JETRO「次世代自動車産業を引き付けるアリゾナ州南部 （米国）」

TASK2：知的資本の変化に関する考察 個別人材確保施策事例
アリゾナ州の自動運転特区

次世代自動車の開発拠点が集積する米国アリゾナ州

• アリゾナ州では、州政府に加えて市などの自治体や市民が次世代
自動車に係る企業活動に協力的で法整備や道路整備が進む

− 米国アリゾナ州のチャンドラー市は、2018年に市の条例を改
正し、自動運転車などによる交通行動の変化を前提とした、乗
降スペースの設置を奨励・駐車スペースの削減可能性を規定

• 次世代自動車開発に不可欠な自動走行データ取得を目的に、米国
のIT企業や大手自動車メーカーに加え、日系自動車メーカーも開発
拠点を構え、多くの研究者・技術者が集結している

テストベットの
整備により、
研究者・技術者

が集結

11

5





73Copyright © Arthur D. Little 2021 . All rights reserved.

Agenda

0 プロジェクト概要

1 知的資本の集積に関する基礎的調査（知的資本の集積状況など）

2 知的資本の変化に関する考察（各国政策など）

3 調査結果の分析及び対策の提示

Appendix

引用情報を基にした日本の研究力分析
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海外優秀人材の大規模獲得の成功事例は少なく、国内における研究機関・研究者の
育成と国際的な人材循環（自国への還流）を促すことが重要。

TASK3：調査結果の分析及び対策の提示
TASK2検討結果の分析・考察

米
国

中
国

日
本

企業等による人材確保施策からの示唆

欧
州

各国のR&D人材政策と人材集積状況

◼あらゆる分野のトップ研究者層が厚く、世界中から人
材が集結（個別の政策・施策に基づくものではなく、歴史的
に優秀な人材を集める文化・環境を醸成）

◼特にMIや量子コンピュータ領域なるエマージング領域
での研究者層の厚みは圧倒的

◼千人計画等の施策により、国外の研究機関で活躍して
いたトップ研究者を獲得
− 留学経験者等の中国出身者の呼び戻しが大半で
あり、中国籍以外の研究者引き抜き数は多くない

◼国内研究機関の強化を通じて、呼び戻し人材の活躍
の場を整備し、国内人材育成も強化

◼ EU各国における独自R&D政策はあるが、国境を越え
たEU域内における研究人材の交流・移動が活発
− Horizonプログラムでは（EU加盟国を中心とした）
国際連携を重視

◼欧米諸国と近いR＆D政策を展開

◼ トップ研究者数は低下傾向にあるが、複数の領域でト
ップ研究者のプレゼンスは依然として高い

− マテリアル・デバイス分野では、計測、材料設計・合成、量子
デバイス、半導体実装、有機ELなどの領域で高いプレゼンス

研究者キャ
リアパスの
整備

（研究者の新
陳代謝・国内
外還流）

多様なキャリアパ
スの整備と人材循
環を促す組織制度
（ドイツのキャリア
パス・組織制度な
ど）

海外との技
術補完の実

現

全般的な技術力の
高さを訴求し、不足
する要素技術の権
威を招聘（島根大
学の海外大教授招
聘など）

研究人材確保の
インセンティブ

打ち手施策例 日本における導入期待効果

• 国内研究機関における競争を通
じた人材の新陳代謝・適所適材
実現を図ると共に、国外（研究機
関外）への人材輩出と優秀人材
呼び戻し・獲得の還流を促進

• 政策的導入を通じた国内（公的
研究機関）における広い効果発
現を期待

• 特定領域における技術力/産業競
争力の高さを呼び水として、不足/

弱い技術領域の優秀人材を海外
から獲得・招聘

• トップレベル研究者の行動・思考
原理の導入・浸透や研究機関を
ハブとした研究者ネットワークの
構築・拡大を図る

• 個別成功事例を増やすことで技
術領域レベルの効果発現を期待
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×

×

○

○

△

×

○

• 中国も海外人材獲得は難
航（呼び戻しの1割未満）

• 米国も個別政策・施策に
よる成果ではない

• 各国の施策は人材ではな
く技術流出の防止

• また対象領域もナショナ
ルセキュリティ関連に限
定

• 中国は千人計画で呼び
戻しに成功

• EU加盟国はEU枠内での
循環を実現

• 各国共に自国内における
研究機関の選択的強化・
研究者育成を展開

• 中国も呼び戻しのみなら
ず国内育成も重視

国内人材の育成と国際的な人材還流の促進を両輪で図ることが優先。次いで、海外
との技術補完の実現が有効と思料。

TASK3：調査結果の分析及び対策の提示
トップ研究者集積に向けた日本の打ち手の方向性

人材集積施策の方向性

海外人材

獲得

海外流出

防止

国内外

還流

国内

育成

自国 他国

自国 他国

自国 他国

自国 他国

×

海外政策
からの学び

• 報酬による海外人材獲得
は大規模な予算が前提で
あり導入のハードル高い

• 技術補完実現を前提とし
た招聘であれば国内事例
あり

（報酬等による人材獲得策
や研究環境整備が流出防
止に繋がる）

• ドイツの研究者キャリアパ
ス整備は国内人材育成・
新陳代謝と国内外還流の
双方を実現

個別事例
からの学び

• 技術的/産業的補完関係が成立する領域において
、海外研究者の招聘や国内研究者の派遣を通じて
、研究者ネットワークの構築（海外との知的資本の
補完的還流）を図り、他国との相互恩恵的な競争
力向上を図る（但し、個別領域単位での取り組みと
なる）

ー

• 公的機関におけるキャリアパス整備（任期制限・競
争導入）や国内研究者海外派遣/呼び戻し政策を
通じて、国内研究者の育成を図ると共に、国内外
研究機関への送り出しと海外で成長した優秀な研
究者の呼び戻しによる国際的な還流促進を通じた
競争力向上を図る

日本の打ち手方向性
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Agenda

0 プロジェクト概要

1 知的資本の集積に関する基礎的調査（知的資本の集積状況など）

2 知的資本の変化に関する考察（各国政策など）

3 調査結果の分析及び対策の提示

Appendix

引用情報を基にした日本の研究力分析
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後続の研究に大きな影響力を与える研究者数は、日本は減少傾向であるのに対し、
中国は着実に順位を上げ、人口が少ない豪国やカナダ等も高順位を維持している

出所：クラリベイト・アナリティクス「高被引用論文著者リスト」を基にADL作成
*1：特定出版年・特定分野における世界の全論文のうち引用された回数が上位1%に入る論文 *2：第一所属機関の所在国ベース

高被引用論文著者数ランキング（国・地域別）

順位 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

1 United States United States United States United States United States United States United States

2 United Kingdom United Kingdom United Kingdom United Kingdom United Kingdom China China

3 Germany Germany Germany China China United Kingdom United Kingdom

4 China China China Germany Germany Germany Germany

5 Japan Australia Australia Australia Australia Australia Australia

6 Canada Canada Canada Netherlands Netherlands Canada Canada

7 France Netherlands Netherlands Canada Canada Netherlands Netherlands

8 Netherlands Japan France France France France France

9 Australia France Switzerland Switzerland Switzerland Switzerland Switzerland

10 Switzerland Switzerland Japan Japan Spain Spain Saudi Arabia

11 Italy Saudi Arabia Spain Saudi Arabia Italy Japan Spain

12 Spain Spain Saudi Arabia Spain Saudi Arabia Saudi Arabia Japan

13 Belgium Italy Italy Italy Japan Italy Italy

高被引用論文*1著者数ランキング*2 （国・地域別）
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マテリアル関連領域の日本の研究レベルは他領域に対して高い水準にあるが、
直近は低下傾向にあり、我が国の強みが失われる危機に直面している

出所：クラリベイト・アナリティクス「高被引用論文著者リスト」を基にADL作成

日本の高被引用論文著者比率（研究領域別）

研究領域 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

Agricultural Sciences 0% 0% 0% 1% 0% 0% 0%

Biology and Biochemistry 3% 1% 1% 0% 1% 0% 0%

Chemistry 2% 2% 2% 3% 3% 3% 3%

Clinical Medicine 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

Computer Science 0% 1% 0% 0% 0% 3% 1%

Cross-Field 1% 2% 1%

Economics and Business 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

Engineering 2% 3% 2% 2% 0% 1% 1%

Environment and Ecology 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

Geosciences 1% 1% 1% 1% 1% 0% 0%

Immunology 22% 16% 12% 11% 6% 5% 4%

Materials Science 5% 3% 3% 3% 3% 2% 1%

Mathematics 1% 1% 1% 1% 1% 0% 0%

Microbiology 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

Molecular Biology and Genetics 0% 2% 1% 0% 0% 2% 1%

Neuroscience and Behavior 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

Pharmacology and Toxicology 4% 4% 5% 4% 1% 1% 2%

Physics 10% 4% 3% 6% 4% 4% 4%

Plant and Animal Science 15% 16% 14% 12% 11% 12% 10%

Psychiatry and Psychology 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

Social Sciences 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

Space Science 5% 2% 2% 0% 0% 1% 0%

全領域 3% 3% 2% 2% 1% 2% 1%

日本の高被引用論文著者比率（研究領域別）

マテリアルサイエンス関連領域
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超電導・量子コンピュータ・量子センサー・スピントロニクスの領域において、
日本は重要論文のシェアが高い

出所：文部科学省科学技術・学術政策研究所, サイエンスマップ2018, NISTEP REPORT No. 187, 2020年11月（元データ：クラリベイト社 Web of Science）を基にADL作成

日本が強みを有する研究領域（1/3）

研究領
域ID

22分野
分類

特徴語から推定される
研究領域

Sci-GEO

研究領域型

コアペーパ
サイティングペーパ

(Top10%)
NEDO Foresight領域

Keyword

（MAG検索用）
総出版数 日本シェア 総出版数 日本シェア

215 物理学 高温超伝導
コンチネント

型
58 27.6% 500 19.0% 超電導分野 Superconductivity

285 物理学 高温超伝導（高圧条件下）
アイランド

型
16 12.5% 121 14.0% 超電導分野 Superconductivity

706 物理学 超伝導理論
ペニンシュ
ラ型

7 28.6% 116 19.0% 超電導分野 Superconductivity

444 物理学
スピン液体
(量子コンピュータ)

ペニンシュ
ラ型

52 13.5% 400 16.3%
コンピューティング／物性・
電子デバイス分野

Quantum computer

210 物理学 NVダイヤモンド量子センサ
ペニンシュ
ラ型

17 17.6% 366 15.6%
コンピューティング／物性・
電子デバイス分野

Quantum sensor

371 物理学 スピントロニクス
ペニンシュ
ラ型

10 10.0% 112 11.6%
コンピューティング／物性・
電子デバイス分野

Spintronics

479 物理学 スピントロニクス
スモールア
イランド型

4 25.0% 41 29.3%
コンピューティング／物性・
電子デバイス分野

Spintronics

879 物理学 ニュートリノ
コンチネント

型
50 24.0% 543 16.4% N/A

（長期的な産業応用を
見込む領域のため略）

317 物理学 量子色力学(QCD)
アイランド

型
38 10.5% 272 12.1% N/A

（長期的な産業応用を
見込む領域のため略）

243 物理学 加速器
アイランド

型
36 27.8% 460 25.4% N/A

（長期的な産業応用を
見込む領域のため略）
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光触媒・プロトン伝導・水素製造・自己組織化・リチウムイオン電池の領域において、
日本は重要論文のシェアが高い

出所：文部科学省科学技術・学術政策研究所, サイエンスマップ2018, NISTEP REPORT No. 187, 2020年11月（元データ：クラリベイト社 Web of Science）を基にADL作成

日本が強みを有する研究領域（2/3）

研究領
域ID

22分野
分類

特徴語から推定される
研究領域

Sci-GEO

研究領域型

コアペーパ
サイティングペーパ

(Top10%)
NEDO Foresight領域

Keyword

（MAG検索用）
総出版数 日本シェア 総出版数 日本シェア

876 物理学 ガンマ線
コンチネント

型
22 72.7% 275 34.9% N/A

（長期的な産業応用を
見込む領域のため略）

478 物理学 有効場理論（仮）
アイランド

型
15 13.3% 230 17.0% N/A

（長期的な産業応用を
見込む領域のため略）

847 物理学 重力波
ペニンシュ
ラ型

11 45.5% 39 33.3% N/A
（長期的な産業応用を
見込む領域のため略）

262 物理学 ゲージ理論
スモールア
イランド型

9 22.2% 85 10.6% N/A
（長期的な産業応用を
見込む領域のため略）

834 化学 光触媒
ペニンシュ
ラ型

12 16.7% 399 12.8% 資源循環分野 Photocatalysis

392 化学 プロトン伝導
ペニンシュ
ラ型

12 16.7% 385 12.5% 水素分野 Proton conductor

379 化学 CCU
スモールア
イランド型

12 41.7% 265 18.9% N/A N/A

580 化学 自己組織化
スモールア
イランド型

6 50.0% 138 16.7%
自己組織化応用プロセス分
野

Self-assembly

890 化学 リチウムイオン電池
ペニンシュ
ラ型

5 60.0% 193 11.9%
車載用蓄電池分野／電力
貯蔵分野

（産業応用領域での開
発も多いため略）

70 化学
水、氷、包接水和物の構造
とダイナミクス

スモールア
イランド型

4 25.0% 73 19.2% N/A
（長期的な産業応用を
見込む領域のため略）
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パワー半導体(GaN)・地熱発電の領域において、日本は重要論文のシェアが高い

出所：文部科学省科学技術・学術政策研究所, サイエンスマップ2018, NISTEP REPORT No. 187, 2020年11月（元データ：クラリベイト社 Web of Science）を基にADL作成

日本が強みを有する研究領域（3/3）

研究領
域ID

22分野
分類

特徴語から推定される
研究領域

Sci-GEO

研究領域型

コアペーパ
サイティングペーパ

(Top10%)
NEDO Foresight領域

Keyword

（MAG検索用）
総出版数 日本シェア 総出版数 日本シェア

13 工学 デジタル変調（仮）
スモールア
イランド型

16 18.8% 126 10.3% N/A （略）

14 工学 パワー半導体(GaN)
スモールア
イランド型

7 28.6% 70 35.7% N/A
（産業応用領域での開
発も多いため略）

302 工学 地熱発電
スモールア
イランド型

6 66.7% 33 33.3% 地熱発電分野
（産業応用領域での開
発も多いため略）

388 工学 原子炉
スモールア
イランド型

6 33.3% 60 15.0% N/A （略）
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出所：文部科学省科学技術・学術政策研究所, サイエンスマップ2018, NISTEP REPORT No. 187, 2020年11月（元データ：クラリベイト社 Web of Science）を基にADL作成

（参考）強みを有する研究領域の抽出

研究領
域ID

22分野
分類

特徴語から推定される
研究領域

研究領域の特徴語_最大上位30

215 物理学 高温超伝導
鉄系超伝導体;フェルミ面;高い転移温度;電荷整列;電荷密度波;超伝導状態;相図;銅酸化物超伝導体;超伝導転移温度;電子構造;高温超伝導;角度分解発光分光法;基底
状態;低温;ネマチック順序;磁場;超伝導ギャップ;アンダードープ銅酸化物;磁気秩序;超伝導相;超伝導特性;単結晶;温度依存性;スピンゆらぎ;ネマチック相;擬ギャップ相;軌
道秩序;フェルミ準位

285 物理学 高温超伝導（高圧条件下）
高圧;臨界温度;高い転移温度;高温超伝導;圧力範囲;第一原理計算;ダイヤモンドアンビルセル;超伝導特性;超伝導状態;環境気圧;結晶構造;金属水素;硫化水素;密度汎
関数理論;高圧相;動的に安定した;電子構造;超伝導転移温度;相図;電子-フォノンカップリング;フェルミ準位;相転移;高温超伝導体;超伝導相;超電導臨界温度;電子状態;水
素リッチ化合物;室温超伝導;固体水素

706 物理学 超伝導理論
ヒッグスモード;秩序パラメータ;振幅モード;集団モード;ヒッグス振幅モード;光誘起超伝導;超伝導状態;電荷密度波;超伝導ギャップ;電荷整列;量子材料;集団励起;超伝導秩
序パラメータ;ゴールドストーンモード;光学伝導度;角度分解発光分光法;銅酸化物超伝導体;光格子;物性物理学;相転移;共鳴励起;自由電子レーザ;X線自由電子レーザ;非
平衡ダイナミック;BCS描像;非平衡動的平均場理論;対称性の破れ;強相関システム;電子-フォノンカップリング;光励起

444 物理学
スピン液体
(量子コンピュータ)

窒素空孔;窒素空孔センター;磁場;色中心;核スピン;光学的磁気共鳴検出;室温;量子情報処理;負電荷窒素空孔;蛍光ナノダイヤモンド;環境条件;ダイヤモンド表面;電子ス
ピン;単一スピン;量子センシング;単一窒素空孔;核磁気共鳴;空間分解能;量子計測学;量子技術;炭化ケイ素;単一NV中心;バルクダイヤモンド;量子情報;単結晶ダイヤモン
ド;コヒーレンス時間

210 物理学 NVダイヤモンド量子センサ
窒素空孔;窒素空孔センター;磁場;色中心;核スピン;光学的磁気共鳴検出;室温;量子情報処理;負電荷窒素空孔;蛍光ナノダイヤモンド;環境条件;ダイヤモンド表面;電子ス
ピン;単一スピン;量子センシング;単一窒素空孔;核磁気共鳴;空間分解能;量子計測学;量子技術;炭化ケイ素;単一NV中心;バルクダイヤモンド;量子情報;単結晶ダイヤモン
ド;コヒーレンス時間

371 物理学 スピントロニクス
近接効果;スピン軌道相互作用;スピン偏極;ディラック・ポイント;交換場;室温;第一原理計算;スピン輸送;磁気近接効果;フェルミ準位;二層グラフェン;遷移金属ジカルコゲナ
イド;スピン注入;スピン流;スピンフィルタ;密度汎関数理論;異常ホール効果;強磁性絶縁体;電場;磁場;磁気絶縁体;トポロジカル絶縁体;ゲート電圧;2次元;量子異常ホール
効果;電子状態;バンド構造;強結合モデル;スピン緩和

479 物理学 スピントロニクス
電場;垂直磁気異方性;磁気異方性;電圧制御磁気異方性;電界制御;磁気特性;電界効果;室温;電圧制御;磁気トンネル接合;マルチフェロイックヘテロ構造;スピントロニクス
デバイス;垂直磁気トンネル接合;電気的制御;後退制御;酸素移動;磁気モーメント;飽和磁化;Fe/MgOのインターフェース;トンネル磁気抵抗効果;スピントランスファートルク;

交換バイアス;界面垂直磁気異方性;面内の;印加電圧;印加電界;磁化反転;電圧制御磁気異方性係数;ゲート電圧;電圧制御磁気異方性効果

879 物理学 ニュートリノ

ニュートリノ質量;ニュートリノ二重ベータ崩壊;ステライルニュートリノ;ニュートリノ振動;標準模型;混合角;CP対称性の破れ;暗黒物質;ニュートリノセクター;nu beta beta

decay;右手系ニュートリノ;シーソーメカニズム;ニュートリノ質量行列;パラメータ空間;核行列要素;ニュートリノ質量階層;レプトンセクター;大亜湾原子炉ニュートリノ実験;二
重ベータ崩壊;ニュートリノ物理;荷電レプトン;ニュートリノ混合;軽いステライルニュートリノ;ニュートリノ振動実験;バリオン非対称;質量階層;通常階層;アクティブニュートリノ;

マヨラナ相

317 物理学 量子色力学(QCD)
QCD和則;量子数;崩壊幅;LHCbコラボレーション;束縛状態;分子状態;ペンタクォーク状態;実験データ;質量スペクトル;隠れたチャーム;クロスセクション;テトラクォーク状態;

重いクォーク;重心系エネルギー;減衰モード;分岐率;格子QCD;エキゾチック状態;真空凝縮;強い崩壊;不変質量分布;LHCb検出器;重いクォーク対称性;重いクォークを 2 

個含むバリオン ;スピンパリティ;クォーク模型;演算子積展開;Triangle Singularity

243 物理学 加速器
重イオン衝突;横運動量;クォーク・グルーオン・プラズマ;PbPb衝突;相対論的重イオン衝突;Elliptic Flow;pPb衝突;Pb衝突;pp衝突;大型ハドロン衝突型加速器;ALICE検出
器;root s(NN);LHCのエネルギー;相対論的重イオン衝突型加速器;荷電粒子;実験データ;核改変因子;金原子の衝突;中心性依存性;大型ハドロン衝突型加速器(LHC);せ
ん断粘度;初期条件;超相対論的重イオン衝突;中心衝突;衝突エネルギー;粒子生成;小規模システム;Mid-rapidity;2粒子相関
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876 物理学 ガンマ線

ガンマ線;ガンマ線放射;フェルミ大面積望遠鏡;フェルミガンマ線宇宙望遠鏡;宇宙線;高エネルギーニュートリノ;X線;高エネルギー;エネルギー範囲;暗黒物質;ニュートリノ流束;
活動銀河核;スペクトルエネルギー分布;フェルミガンマ線宇宙望遠鏡データ;アイスキューブデータ;とかげ座BL;上限;ガンマ線源;均一スペクトル電波クエーサー;アイスキュー
ブ共同研究;ガンマ線フラックス;超新星残がい;ガンマ線バースト;天体物理学的ニュートリノ;アイスキューブ・ニュートリノ観測所;銀河中心;光子指数;PeV程度のエネルギーを
持つニュートリノ;スペクトル指数;暗黒物質消滅

478 物理学 有効場理論
カイラル有効場理論;核構造;中性子星;対称エネルギー;3体核力;核物質;結合エネルギー;実験データ;中性子物質;対称核物質;核物理学;軽核;三体力;カイラル拡大;電荷半
径;3核子相互作用;基底状態;純粋中性子物質;核力;励起エネルギー;飽和密度;良好な一致;有限核;原子核;次から次へと続く順序;励起状態;低エネルギー定数;第一原理計
算;エキゾチック原子核;中性子過剰核

847 物理学 重力波

重力波;背景重力波;確率的背景;進歩したレーザ干渉計型重力波天文台(advanced LIGO);宇宙重力波背景放射;原始ブラックホール;初期宇宙;ゲージ場;宇宙マイクロ波背
景放射;ブラックホール連星;宇宙ひも;一般相対性理論;非ガウス性;ブラックホール;パラメータ空間;パルサータイミングアレイ;テンソルモード;Curvature perturbation;中性子
星;パワースペクトル;エネルギー尺度;テンソル対スカラー比;Advanced Virgo検出器;上限;重力波天文学;合体レート;テンソルバイスペクトル;天体物理学的重力波背景;宇宙
ひもループ;Cosmological Source

262 物理学 ゲージ理論
分配関数;ゲージ理論;楕円種数;超対称ゲージ理論;超対称局在化;ゲージ化線形シグマモデル;局所化法;ゲージ群;4次元;超対称パーティション機能;ゲージ化超重力;モジュ
ラス空間;リーマン面;トポロジカルツイストインデックス;ベクトル多重;Ｍ理論;2次元;超対称理論;超共形場理論;σ模型;インスタントン分配関数;クイヴァー型ゲージ理論;グロモ
フ・ウィッテン不変量;経路積分;次元圧縮;クーロン枝;ブラックホール;～次元理論;ケーラーポテンシャル;ウィッテン指数

834 化学 光触媒
金属有機構造体;二酸化炭素の還元;可視光照射;光触媒活性;可視光;光触媒還元;二酸化炭素の光触媒還元;光触媒性能;二酸化炭素;二酸化炭素の光電気化学還元;水分
解;人工光合成;触媒活性;太陽エネルギー;二酸化炭素換算;光触媒変換;水素放出;ゼオライトイミダゾレート骨格;グラファイト状窒化炭素;X線回折;活性部位;ターンオーバー
数;共触媒;UiO-66-NH2;金属有機構造体材料;電子移動;X線光電子分光法

392 化学 プロトン伝導
金属有機構造体;プロトン伝導度;プロトン伝導;相対湿度;単結晶X線回折;配位高分子;高いプロトン伝導性;結晶構造;室温;粉末X線回折;水和物;水分子;金属イオン;水素結合;
構造的特徴づけ;2水和物;ジカルボン酸;3水和物;単結晶;活性化エネルギー;磁気特性;多孔性配位高分子;水熱条件;固体状態;Grotthussメカニズム;多孔質材料;溶媒熱合成
条件;プロトン伝導材料;熱安定性

379 化学 CCU
ギ酸;アンモニアボラン;触媒活性;水素発生;室温;ターンオーバー頻度;水素製造;ギ酸分解;触媒性能;加水分解脱水素;効率的な触媒;ギ酸脱水素;不均一触媒;パラジウムナノ
粒子;初期触媒回転頻度;温和な条件;最高の触媒活性;高触媒活性;水溶液;二酸化炭素;触媒反応;水素生産;金属ナノ粒子;活性化エネルギー;水素貯蔵合金;高活性;高活性
の;相乗効果

580 化学 自己組織化
自己組織化;超分子ポリマー;超分子重合;ブロックコポリマー;結晶化駆動自己アセンブリ;水素結合;制御長;種結晶成長;ジブロック共重合体;リビング超分子重合;経路複雑性;
速度支配;超分子集合体;自己組織化プロセス;リビング結晶化駆動自己組織化;J凝集体;円筒状ミセル;階層アセンブリ;分子自己集合;分子量;選択的溶剤;H凝集体;超分子構
造;生体系・生物系;エネルギー地形;エチレングリコール;階層的自己組織化;溶液自己組織化

890 化学 リチウムイオン電池
リチウムビス;水性電解質;リチウムイオン電池;溶媒和構造;エネルギー密度;固体電解質界面;濃厚電解質;水系電解質;イオン導電率;高エネルギー密度;電気化学的性能;低
コスト;容量維持;エチレンカーボネート;リチウム塩;高濃縮電解質;イオン性液体;カソード材料;塩濃度;高静電容量;電極材料;高電圧;電解質溶液;高い安全性;プロピレンカーボ
ネート;水系電池

70 化学
水、氷、包接水和物の構造
とダイナミクス（仮）

液体水;過冷却水;液液臨界点;水分子;分子動力学シミュレーション;液液相転移;液液転移;Widomライン;高密度液体;低密度液体;水素結合;水素結合ネットワーク;バルク水;ガ
ラス転移;温度依存性;コンピュータシミュレーション;臨界点;低密度アモルファス氷;相図;液相;低密度;構造緩和;水構造;深過冷却水;環境気圧;分子動力学;低温;アモルファス
氷;異常特性;水模型
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13 工学 デジタル変調（仮）
空間変調;屈折率変調;送信アンテナ;スペクトル効率;MIMO;直交周波数分割多重;符号誤り率;誤り性能;一般化空間変調;平均符号誤り率;Space Shift Keying(SSK);モンテカ
ルロシミュレーション;チャネル情報;直交空間変調;最尤法;計算複雑性;閉形式表現;システム性能;上界;受信アンテナ;アクティブサブキャリア;レイリーフェージングチャンネル;
コンピュータシミュレーション;低複雑性;符号誤り率性能;情報ビット ;アンテナ指数;ペアワイズエラー確率

14 工学 パワー半導体(GaN)
降伏電圧;バルクGaN基板;オン抵抗;しきい値電圧;比オン抵抗;高耐圧;GaN自立基板;ドリフト層;垂直構造p型GaN;GaNp-nダイオード;金属有機化学蒸着;漏れ電流;ハイドライ
ド気相エピタキシー;窒化ガリウム;接合ダイオード;逆バイアス;電源スイッチング用途;フィールドプレート;差動比オン抵抗;GaN基板;容量電圧;垂直構造GaNデバイス;垂直構
造GaNパワーデバイス;ドリフト領域;GaN表面;逆方向漏れ電流;GaN層

302 工学 地熱発電
き裂網;フラクタル次元;流体の流れ;き裂ネットワークモデル;フラクタルモデル;等価透過性;破砕岩盤;フラクタル理論;多孔質媒体;水力こう配;3乗法則;岩盤;せん断変位;拘束
圧;水理特性;開口分布;き裂開口幅;せん断変位増加;岩石亀裂ネットワーク;有効透過率;き裂開口幅分布;フラクタルスケール則;油圧開口;Tortuosity fractal dimension;実験
データ;単一裂か;岩石亀裂;フラクタル特性;き裂多孔質媒体;き裂の長さ

388 工学 原子炉
軽水型原子炉;事故耐性燃料;FeCrAl合金;炭化ケイ素;クラッド材料;中性子照射;燃料被覆管;機械的性質;加圧水型原子炉;酸化挙動;事故耐性燃料被覆;SiCマトリック
ス;SiC/SiC複合材;事故条件;核アプリケーション;熱伝導率;耐酸化性;高温;ジルコニウム合金;SiC繊維;室温;放電プラズマ焼結法;核燃料被覆管;FeCrAlクラッディング;原子炉;
冷却材喪失事故;高温蒸気;温度範囲;βSiC








